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第１章　総則


（商号）
第1条 当会社は、株式会社★★★と称する。

（目的）

第2条 当会社は、次の事業を営む事を目的とする。

1． ★★★★★
2． ★★★★★
3． ★★★★★
4． ★★★★★
5． 前各号に附帯又は関連する一切の事業
（本店の所在地）

第3条　　当会社は本店を★★県★★市に置く。


（公告方法）

第4条　　当会社の公告は、官報に掲載してする。

第２章　株式


（発行可能株式の総数）

第5条 　　当会社の発行可能株式の総数は、★,★★★株とする。


（株券の不発行）
第6条　　当会社の株式については、株券を発行しない。

（株式の譲渡制限）
第7条　　当会社の株式を譲渡により取得することについて当会社の承認を要する。当会社の株主が当会社の株式を譲渡により取得する場合においては当会社が承認したものとみなす。

（相続人等に対する株式の売渡し請求）
第8条 　当会社は、相続その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対し、当該株式を当会社に売り渡す事を請求することができる。

（株主名簿記載事項の記載又は記録の請求）
第9条 　株式取得者が株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録することを請求するには、当会社所定の書式による請求書に、その取得した株式の株主として株主名簿に記載された者又はその相続人その他の一般承継人及び株式取得者が署名又は記名押印し共同して請求しなければならない。

2 　ただし、次の場合には、株式取得者が単独で請求することができる。

（1） 株式取得者が、その取得した株式の株主として株主名簿に記載された者又はその一般承継人に対して株主名簿記載事項記載の意思表示をなすべきことを命ずる確定判決を得て請求をしたとき。

（2） 株式取得者が、その取得した株式の株主として株主名簿に記載された者が株主名簿記載事項記載の意思表示をする旨を記載した和解調書その他前号の確定判決と同一の効力を有するものを提出して請求をしたとき。

（3） 会社法第１４２条第１項の通知をした者が、同法第１３７条第１項の請求をしたものに対し同法第１４２条第２項の供託をしたこと又は同法第１４４条第６項の規定により代金の支払があったものとみなされる供託をしたことを証する書面を提出して請求をしたとき。

（4） 株式取得者が、株主として株主名簿に記載された者の相続人その他の一般承継人である場合において、相続を証する書面その他の一般承継を証する書面を提出して請求をしたとき。
（質権の登録及び信託財産の表示）
第10条 　当会社の株式につき質権の登録又は信託財産の表示を請求するには、当会社所定の書式による請求書に当事者が署名又は記名押印して提出しなければならない。その登録又は表示の抹消についても同様とする。
（手数料）
第11条 　前２条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなければならない。

（基準日）
第12条 　当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を有する株主（以下、「基準日株主」という）をもって、その事業年度の定時株主総会において権利を行使すべき株主とする。

2 　前項の規定に関らず、基準日後に、募集株式の発行、合併、株式交換又は吸収分割により株式を取得した者は、定時株主総会において議決権を行使することができる。

3 　前2項のほか、株主又は質権者として権利を行使することができる者を確定するため必要があるときは、取締役の決議により、臨時に基準日を定めることができる。ただし、この場合には、その日を２週間前に公告するものとする。

（株主の住所等の届出）
第13条 　当会社の株主は、当会社所定の書式により、印鑑及び氏名・住所を当会社に届出なければならない。

2 　前項の場合、株主の法定代理人または法人である株主の代表者は、当会社所定の書式により、株主の氏名・住所及び代理人・代表者の印鑑並びに氏名・住所を当会社に届出なければならない。届出事項に変更を生じたときも、その事項につき、同様とする。

3 　質権を当会社に登録するときも、前２項と同様な手続きをしなければならない。届出事項に変更を生じたときも、その事項につき、同様とする。

（募集株式の発行）
第14条 　募集株式の発行に必要な事項の決定は、株主総会の特別決議によってする。

2 　前項の規定にかかわらず、株主総会の特別決議によって、募集株式の数の上限及び払込み金額の下限を定めて募集事項の決定を取締役に委任することができる。

3 　株主に株式の割当をうける権利を与える場合には、募集事項及び会社法第２０２条第１項各号に掲げる事項は、取締役の過半数により決定する。

第３章　株主総会

（招集）
第15条 　当会社の株主総会は、事業年度末日の翌日から３ヶ月以内に招集し、臨時株主総会は、必要に応じて招集する。

2 　株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除く他、取締役の過半数の決定により社長がこれを招集する。社長に事故又は、支障があるときは、あらかじめ定めた順位により他の取締役がこれを招集する。

3 　株主総会を招集するには、会日より１週間前に、議決権を有する各株主に対して招集通知を発するものとする。ただし、招集通知は、書面ですることを要しない。

（召集手続きの省略）
第16条 　株主総会は、その総会において議決権を行使することができる株主全員の同意があるときは、招集手続きを経ずに開催することができる。

（議長）
第17条 　株主総会の議長は、社長がこれにあたる。社長に事故若しくは支障があるときは、あらかじめ定めた順位により、他の取締役がこれに代わる。

（決議の方法）
第18条 　株主総会の普通決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席した総株主の議決権の過半数をもって行う。

2 　会社法第３０９条第２項に定める特別決議は，議決権を行使することができる株主議決権の３分の１以上を有する株主が出席し，出席した当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。

（株主総会の決議の省略）
第19条 　株主又はその法定代理人は、当会社の議決権を有する株主又は親族を代理人として、議決権を行使することができる。ただし、この場合には、総会ごとに代理権を証する書面を提出しなければならない。
　　　　
第４章　株主総会以外の機関

（取締役の員数）
第20条 　当会社の取締役は１名以上とする。

（資格）
第21条 　当会社の取締役は、当会社の株主の中から選任する。

2 　前項の規定に関らず、総株主の議決権の過半数をもって、株主以外の者から選任することを妨げない。

（取締役の選任の方法）
第22条 　当会社の取締役は、株主総会において総株主の議決権の3分の1以上に当たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決定によって選任する。

2 　取締役の選任については、累積投票によらない。
（代表取締役及び社長）
第23条 　当会社の取締役が2名以上いるときは、取締役の互選により代表取締役を定め、代表取締役をもって社長とする。当会社の取締役が1名のときは、これを社長とする。

2 　社長は、当会社を代表し、会社の業務を統轄する。

（役付取締役）
第24条 　前条のほか、取締役の過半数の同意をもって、取締役の中から、副社長及び専務取締役を選任することができる。

（取締役の任期）
第25条 　取締役の任期は、選任後★年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとする。

2 　任期満了前に退任した取締役の補欠として、または増員により選任された取締役の任期は、前任者又は他の取締役の任期の残存期間と同一とする。

（報酬）

第26条 　取締役の報酬及び退職慰労金は、それぞれ株主総会の決議をもって定める。

第5章　　計算

（事業年度）
第27条 　当会社の事業年度は、毎年★★月★★日から翌年★★月★★日までとする。


（剰余金の配当）
第28条 　剰余金の配当は、毎事業年度末日現在における株主名簿に記載又は記録された株主及び質権者に対して行う。

2 　配当金がその支払提供の日から満3年を経過しても受領されないときは、当会社はその支払義務を免れるものとする。

第６章　附則

（設立時発行株式）
第29条 　当会社の設立時発行株式の数は★★株、その発行価額は１株につき金５万円とする。

（設立に際して出資される財産の価額又はその最低額）

第30条 　当会社の設立に際して出資される財産の価額は金★★★万円とする。

2 　当会社の設立時の資本金は金★★★万円とする。

（最初の事業年度）
第31条 　当会社の最初の事業年度は、当会社設立の日から平成★★年★★月末日までとする。

（設立時取締役及び設立時代表取締役）
第32条 　当会社の設立時取締役、設立時代表取締役は、次のとおりとする。
設立時取締役　　　　氏名１・氏名２
設立時代表取締役　　★★県★★市★★　★丁目★-★-★★★号
　　　　　　　　　　氏名
（発起人の氏名、住所、割当てを受ける株数及びその払込金額）
第33条 発起人の氏名、住所、発起人が割当てを受けた株式の数及びその払込金額は、次の通りである。
★★県★★市★★　★丁目★-★-★★★号
　　氏名　　★★★株　　　金★★★万円

（法令の準拠）
第34条 本定款に定めのない事項は，すべて会社法その他の法令に従う。

　　以上，株式会社★★★を設立するため，この定款を作成し，発起人が次に記名押印する。

平成　　年　　月　　日
★★府★★市★★　★丁目★-★-★★★号

　　氏　名　　　　　　　　印
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（取締役の任期）
第25条 　取締役の任期は、選任後★年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとする。

2 　任期満了前に退任した取締役の補欠として、または増員により選任された取締役の任期は、前任者又は他の取締役の任期の残存期間と同一とする。

（報酬）

第26条 　取締役の報酬及び退職慰労金は、それぞれ株主総会の決議をもって定める。

第5章　　計算

（事業年度）
第27条 　当会社の事業年度は、毎年★★月★★日から翌年★★月★★日までとする。

（剰余金の配当）
第28条 　剰余金の配当は、毎事業年度末日現在における株主名簿に記載又は記録された株主及び質権者に対して行う。

2 　配当金がその支払提供の日から満3年を経過しても受領されないときは、当会社はその支払義務を免れるものとする。

第６章　附則

（設立時発行株式）
第29条 　当会社の設立時発行株式の数は★★★株、その発行価額は１株につき金５万円とする。
（設立に際して出資される財産の価額又はその最低額）

第30条 　当会社の設立に際して出資される財産の価額は金★★★万円とする。

2 　当会社の設立時の資本金は金★★★万円とする。

（最初の事業年度）
第31条 　当会社の最初の事業年度は、当会社設立の日から平成★★年★★月末日までとする。

（設立時取締役及び設立時代表取締役）
第32条 　当会社の設立時取締役、設立時代表取締役は、次のとおりとする。
設立時取締役　　　　★★★★・★★★★・★★★★
設立時代表取締役　　★★県★★市★★　★丁目★-★-★★★号
　　　　　　　　　　★★★★
（発起人の氏名、住所、割当てを受ける株数及びその払込金額）
第33条 発起人の氏名、住所、発起人が割当てを受けた株式の数及びその払込金額は、次の通りである。
★★県★★市★★　★丁目★-★-★★★号
　　氏名　　★★★株　　　金★★★万円
（法令の準拠）
第34条 本定款に定めのない事項は，すべて会社法その他の法令に従う。

　　以上，株式会社★★★を設立するため，この定款を作成し，発起人が次に記名押印する。

平成　　年　　月　　日
★★県★★市★★　★丁目★-★-★★★号
　　氏　名　　　　　　　　印
1. 穴埋め式登記申請書類見本

(1) 最初に、コメント付の見本
その後に、コメントなしの見本があります。
みなさんが定款を作成される際は、コメントなしの見本を利用してください。

(2) 登記申請は、司法書士さんの業務です（行政書士はできません）登記申請についてのご相談は、司法書士または司法書士と業務提携を行っている行政書士までご相談ください。
会社名を記入します。





公証人の認証が終わったら、


認証日を記入します。





定款作成日を記入します


認証の際は記入不要です。





登記が完了したら、


全部事項証明書の会社設立日を記入します





会社名を記入します。





「前各号に…」は必ずいれておいてください。これにより、目的の範囲がかなり広く認めらめます。





目的を記入します。





最小行政区画＝○○市まででＯＫです（東京都は○○区まで）。


細かく番地まで定めると引越しの際、定款変更が必要となり、後々手続きが面倒になります。





将来的に発行できる株式の総数です（現実に発行しなくてもよいです）


ある程度、余裕を持って定めないと、将来の増資の際、定款変更の手続きが必要になり、手間とコストがかかります。


譲渡制限会社（第７条）の場合は、上限はないので、何株と定めても問題ありません。





会社法上は、原則として、株券は発行しないことになっています。


現実的にも、中小企業の場合は、株券を発行する必要はないと思います。





株式の譲渡制限について定めます。会社経営にとって好ましくない者の経営参加を防ぐために、入れておいた方がよいでしょう





相続により、株式ひいては会社経営権が分散することを防ぐために、会社が相続人に対して、株式を売ってくれ！と請求できる旨を定めておきます。





たとえば、「取締役は３名以内とする」と員数の上限を定めてしまった場合、将来取締役を５名に増やしたい場合には定款変更の手続きが必要となり、余計な手間とコストがかかります。


ですから、「１名以上」と定められるのがよいでしょう。





譲渡制限会社（第７条）の場合は、取締役の任期は１０年以内となります。


あまり短く設定すると、役員改選の手続きを頻繁に行わなければならず、手間とコストがかかります。怠ると過料が科せられます。


あまり長く設定すると、将来考え方が合わない取締役が出てきた場合でも、「辞めてください」といいづらくなります。


私の経験からすると、間をとって？５年前後と設定される場合が多いようです。





事業年度は、自由に決定できます。会社設立月～翌年の会社設立月の前月（たとえは、３月に会社設立したとすれば、毎年３月１日～翌年２月末日）にすると、税金の計算上有利な場合があるようです（詳しくは、税理士さんにご確認ください。





株式は、通常１株５万円とします。


設立時発行株式の数は、資本金÷一株の価額（５万円）です。





両方とも資本金の額を記入します。


資本金が1000万未満の会社は、消費税が非課税となります。





第27条と整合させておきましょう。





取締役の氏名を書きます。





代表取締役の住所と名前を書きます。





発起人（資本金を払い込んだ人）の住所、氏名、


引受けた株数、払い込んだ金額を記入します。





発起人の実印を押してください。





捨印（発起人の実印）を押してください。








